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北海道大学 1995.5

マレーシアの工業化と日系企業

穴沢

序

近年マレーシアは急速な工業{むを議げ，NIEs 

入りも近いと替われるまでになった。しかし，

その内実は外資の導入誌を挺子とし

り，とれまでにも増して向調の製造業部門の外

資依容は強化されているのであるc そして，外

資の中に占める設が国企業の詑議は最も高七

時罫の製造業部門に与える影響も大きい。この

ような状況に議み，本稿ではマレ…シア的エ;業

化の流れと外資の役割と実績，設が国の対マレ

ーシア畿支毒薬投資の展開，さらには日

実態について現地調査の結果も踏まえなが

る。また，これらの日系企業の護活動を

ASEAN域内の活動とも関連づけ，食業内及び

ツトワークの拡大過程と捉え，その意

味するところを検討するo

l マレーシアの工業化政策と外灘1)

他の発展途上国問機， 1957年の強立以後のマ

レーシアの工業化もそれまで議入されて

1}マレーシアの工業化政策の詳継については以下を参

照のとと。 JomoK.S. ed.， Jnd封5/1会uisingMalaysia: 
Policy， Peゆrnumce，Proゆects，Ro羽tledge，London 
and災合wYork， 1993.資本書室 F輸出指向コ:業化戦
線:γレーシアにみるその光と陰』日本重要務援重奏会，
19鈴年。裕木健「マレーシア経済入門3
1990年。堀井健三三編汽アレーシアの工業化:
国家とヱ室長化の擦問J アジア経淡研究所， 1990年。
また，外資政策については以下を委書類のこと。モハ

メトアリブfマレ…シアにおげる外関後援投資:}畿

勢，要因，政策合滋J モハメド・アリブ，検山久綴ずマ

レ…シア経済におげる外関寝室接投資」アジア緩雲寺研

民

品安調内生産で置き換えてゆく輸入代努志襲化

からスグ…トずる。しかし， 1960年代末には輸

入代替工業立の "easyphぉe"2)はすでに終了し

ていた。この輸入代替工業免期に製造業部開は

問践の要素賦存状況に 0，資本集約的なもの

となっていたが，これは税制上の稜護措櫨や導

入された投備に起罰するところが大であっ

他方，狭獲をな関内市場のため趨模の経済がi動か

ないことや， もたらす効率の器

ども顕在化していた。

このような験入代替工業化が内包ずる

を是正し，さらには雇用機会の増大を企闘して

政府は70年代に入り，輸出指向へと工業化の重量

を移行させることとなる。特に新経済政策3)

との関連でいえば，襲造業での議用機会の増大

はプミプトラ4)の向者s門への進出挺進に寄与す

るものと考えられ， 60年代末の高い失葉率とも

桔挨って，比較f憂位をもっ労鞠集約的な産業の

究所， 1993年。北村かよ子「工業化と外資導入政策」
堀井健三編前線数所収。

2) easy phasε とは輸入代務工業化襲警始磁後に製造業
音~r号が急速に成長する局衝をいう。

3) 71与に90停を目標年として打ち出された新経済政策
(New Ecomonic Polたりの2大図擦は貧留の撲滅
と社会の再編?あるが，これに付随して人種間の株

式所有比率の去を:iE，各産業の産運用におげる人種の通

夜の是正などの異体策が含まれる。新経済政策は基

本的にはマレー系住民(プミアトラ)の綴済的地位の

向上安沼指すものである。新経済政策がブミプトラ

政策{マレー人優先政策〉と間違義で使用されることも

ある。

4)ブミプト'7とはマレー諮で「土地の子」を意味し，
主にマレー系俊民を援すが，慾淡の線廷ではマレー

認を話し，イスラム教徒で，マレーの風俗醤慣に従

って生活する者と dれている。中密系，インド系住

民はこの範鳴に入らない。



2(2) 経済学研究 45榊I

育成がはかられたのであるc これに先立ち既に

67年に保農工場の制度が設けられ，さらに68年

の投資奨崩法において輪出指向企業に対するイ

ンセンティブが初めて導入されるな

改善がなiきれた。ついで政府は労議集約的輸出

指向産業iJ)急速な発展の具体擦として，

業の多霞欝企業の誘致を積極約に展開したので

ある。このために，まず71年に政府は「篭子産

る特}jtl接譲Jめを発表した。これと並行

してこれらの企業の受け肌として岳

区6)が設立されたのである。 70年代央以降マレ

ーシアの輪出揃向工業生は主に自胸繋易地昆に

した電機産業に議する日系及び米間系企業，

れるこ

ととなったが，特に電機長設業においてその成長

は顕著であった。ただし，均年代の輸出指向工

業化は密出貿易地藍に進出した多国籍企業に依

した接ぎ木自さなものであり，自申貿易地区内

と圏内産業との連関は握めて れた

ものであった。

80年代に入ると一方では輪前指向工業北が継

続されたが，的方では重北学工業におげる輸入

すなわち第2次輸入代蓄の擦濯がはから

れたのである。そして，その中心となったもの

がお檎公社(PETRONAS)とマレーシ

業公社(HICOM)であった。特に後者はマレー

シアの盟関取常生産するプロトンをはじめ鉄鋼，

ゼメント， どの産業において外国企

5)総数、夏設業に対する税制jこの優遇措置の変形マあり，

通常よりも 2年長い免税期間を供与するというもの

である。 73年には他の労働然約的輸出指向遣をき義?とも
同様の特典が供与された。

6)自由貿易地区は思内に設けられた関税ーとの飛び地で
ある。他留では輸出加ヱ区と呼ばれる ζともある。

マレーシアの自由重要易地区については以下を参療の

ことo Anazawa M器koto，"Free Trade Zon合sin 
Malaysia，" HOKUDAI ECONOMIC PAPERS， 
V 01.15， 1985-86勺 WarrPeter G.， "Malaysia's 
lndu日trialEncIaves: B日nefitsand Costs，η ア'he
Developing &onomies， Vo1.25， No噌l(M呂rch
1987ト， Rajah Rasiah， "Frを告すrad巴 Zonesand 
lndustrial Developm苦渋 inMalaysia，" in Jomo K. 
s.君d.，。戸.cit.

業との合弁企業を興し，問閣の譲住学工業化推

進の担い手となっている。その後， 80年代央の

不況を契機として，様2次議入代替ど並行して，

マレーシアは再び外資による輪出指向工業化そ

強化する ζととなったが，その中心はこれまで

の輸出指興工業化と同様電機態議であった。

以上のような工業化戦略と並行して工業化全

般の発展を促進する閥的で導入された政策とし

てはインフラストラクチャーの整繍

田地)，税制上の覆遇措ャ蹴(特に創始産業にj潟し，

パイオニア・ステータスを取得した企業への免

税)，関税致策，工業金融，諮述の自由貿易地

課税工場などがあぜられる。それぞれはそ

諮問的に応じて，工業先を促進する投識を担う

が，これらのうち説制上の髄遇指震にかなりの

力点が龍かれていたといえよう O

マレーシアは独立以降その工業化を促進する

うえでの外資の必接投を認識し，これらに対し

ては新経済政棄ぬもとでの人種間資本講成宮標

(90年までにブミプトラ30%，飽のマレ…シア人

40%，外資30%とする)達成のため一定の制搬を

加えてきたが，実際の運揺は弾力的なものであ

ったといえよう

般史的に見ると60年代には外資に対する規制

しかった。しかしながら， 69年5丹

13日の入籍暴動をうけて関始された新経済致築

のもとで72年ごろから外資の規制が行政揺導の

かたちで開始された。 74年のラザク替措〈当時)

の発表をうけ， 75年からはかなり厳しい規制が

会れたが，実離の運用に当たっては企業の

実態を考議L-，弾力的に対揺されていた。ただ、

し，均年に導入さ

と従業員数の基準を満たすすべての製造業者

に対してライセンスの取得を義務付げており，

乙れにより新経済政策下での出資詑率競艇が容

わただし，マレーシアのや長期工業基本計蛮では過度

の外資依子学の参事巻を指摘している。日本貿易綴興会

「マレーシアの中長期工業主基本計績の概要(1986…
1995年り区本重要~振興会，泌総年， p.15o 
8) ~色村かよ子前掲論文， pp.1l2-115o 
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妻美ト1 燦業期の外資系金業の資本金，ロ ン，総霞定資産
単位:1母075リンギ

払い込み資本金 ローン 総濁定資産

全体

3，666.4 
飲料・タバコ 379.6 697.3 3.0 27.7 373.7 564‘ち
繊維品 762.0 1，788.2 373.9 683.7 975.5 1，554.9 
皮製品 35.0 70.1 9.1 22.8 60.8 103.む
木製品 l号7.2 1，294曹7 206.き 644.5 416.6 1，627‘3 
家 主義 54.2 193.1 26.4 76.4 78.5 145.3 
紙.f喜劇 115.6 955.1 187.3 1，135.3 248.3 936.6 
化学品 561.2 1，868.4 384.8 2，016.8 809‘4 4，118.1 
石油・石炭 670.7 1，272.9 814.5 2，195.7 1，303.1 2.653.4 
ブム製品 367.2 き34.2 283.5 523.3 863.5 1，703.4 
プラスチック製品 256.3 615.9 135.5 293“8 360.7 合05.6
非会務鉱物製品 531.8 1，859.1 440.2 1，642.3 833.6 2，709.0 
基礎金綴製品 461. 7 1，698.2 202.7 672‘4 446.1 1，839.4 
金属加工品 3号事.2 1，157.4 323.9 630.6 502.2 1，285‘7 
機 械 199.2 521.1 112.4 225.4 243.5 長71.8

電機・電子機器 2.750.0 3，285.8 2，189.8 2.503.4 6.446.2 7，067.7 
輸送機器 334.5 1，454.3 163.9 毒事4.9 348.9 1，389.4 

科修・計濠rr機著書 187.3 196.8 259.9 261.4 432.き 441.5 
そのイ慾 告8.6 236.6 67.3 121.4 160.8 341.5 
合計 9，384.7 23.765.6 6.578.4 15，999.8 15，830.5 33，233.0 

注:91年末現;伐操業中の3，927社{公企業を徐りが対委員
リンギはマレーシアの通貨尊重位
出所:Malaysian IndustriaI Developm結成 Authority(lVIIDA) 

になった九 外資餐艇は70年代後半にはやや

される方脅さ旨示した後，初年代に入り一時

期強化され，ブミプトラの出資を義務付けるこ

とになったが，不況の野響そ受け85年に緩制の

方向に進み，続いて86年の投資促進法のもと

轄に緩和された九 この緩和はさ当哲90年.末まで

の5年間とされていたが，結局iきらに 1年間延

されることとなっ

これまでの外資規制の強化と緩和を概観する

と，それは80年代半ばの綴制緩和まではその

持々のブミプトラ資本の構成比率自擦の達成度，

GDPの成長率と椋関があるように思われる。す

なわち，ブミプトラ資本講或比率の瀧成主主が器

いほど，そして GDP合成長率が高いほど外資

規制は強化注れる鎮完にあった。ただし，

9)これは新経済政策の一部棟上げといえよう o この王立
については北村かようt 前掲論文及び依藤覚「マレ

γ?にシ7(1)盟遥J戦艦車主題ご二三原ブFミプトラ政策J の形

!諮ナイーケずア経諾三和5塾亙;亘曾持層五]
著書J較のこと。

以蜂徐々にではあるが外資に対して過度な岳出

先を避け，園内資本とのバランスそとる方向へ

と進ん?いるように思われる。

マレーシアの製通業部持における

系企業的実態を概観する。外資系企業が果たす

役裂は産業により相違はあるものの，総体とし

てその比重は大きいものとなっている。 90年の

によれば製造業蔀丹におげる外資

系金議めの全体に占める比率は企業数マは臼イ

%にすぎないが，雇用者数では41.7%， 

では44.2%マあった。センサスとサーベイによ

り外資系企業の比護は異なってくると思われる

が，これら企業がマレーシアの製議議部門にお

している状況は独立以来

変わっていなし〉。ただ、し，新経済政策の導入に

より73年と81年のセンサスの比較では外資系金

10) "'"レーシア統計f誌の分業震ではタト題人が株式の半数を
綴えて所有する会議長後外資系企業としている。
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シングボール 2，265繍8
英国 869.0 

台湾 647.8 

米国 409.8 

事寄港 378.ち

オランダ 303ペ
合計 9，384.7 

桟:臼1:年末操業中の企議室かヲす象
出所 :MIDA

2，492.1 
1，218.5 

1，263.5 
1，750.6 
808.0 

604.8 

15，830.4 

業の相対語な比重の低下がみられた。しかし，

近年外資主導による外舟きの工識化が進められ

ているため外資系企薬治相対的比重は増大して

いると忠、われる。漆:梁による外套の比重の大き

さは表ト1から導き出せる。 i苓表は91年末現校

操業中砂金業の払い込み資本金，ローン，

定資産について臆業ごとに外資と全体謹を記し

たものであり，それぞれの項目について全産業

での外資の比率は39.5%，41.1克， 47.6%であ

った。もちろん産業による栂違は大きし外資

の比重が大きい産業には電機・電子機器，

計衷II機器，飲料・タバコ，織綾などがあり，特に

「前ニ者」において顕著である。

また.表1-2は例年末現在操業中の外資系企

業の払い込み資本金と を国別でみたち

のである。払い込み資本金，総臨定資産ともに

日本が第1誌であり，シンガポールが第2{立で

あった。以下，払い込み資本金では英関，台湾，

米議jの顕であり，

00がこれに続いていた。これらが主要な投資問

といえる。そして，近年の主要警投資匿の投資添

認件数と金額をみたものが表 1-3である。 91年ぬ

までは投資件数，金額ともに豆本，シンガポ←ル，

を占め，これに英国，米障が投資額

で続いていた。しかし， 92年には金額でブラン

ス，米自がよ設を占めていた。ちなみに88年か

ら92年まで常に外資が舟資を上闘っていた O

2 載が間企業の対マレーシア直接投畿の展開

レーシ

投賓は57年の悶悶の独立産後から早くも食品，

窯業などでの合弁企業の設立により罷始

されたが. 60年代米まで、はあまり活発でなく，

69年までに計46件の合弁事業があった

い1九その畿70年代前半の議1次投資ブーム，

80年代詩半の第2次投資ブーム(主に建設業}を

円高以降第3次投資ブームとなり，後述す

るように急激な投資拡大をみたのである。この

間すでに80年代前半には我が留は単年では最大

1-3 主要投資閣の投資承認件数と投資金額

198吉年 泌総王手 19例年 1992年

台湾 111 829.6 191 2，15弘幸 270 

シン式fポー)v134 419.6 150 ヲ14.7 147 

米関 55 535.2 30 320、S 29 

茶飯 1号 196.5 16 764.1 13 

香港 50 2事8.4 40 352.1 43 

プランス 4 524.8 3 4.9 3 

外資合計 4，878.0 8，652.7 
内資合計 ム215号 3，芸品2.7

注:投資の金額は払い込み資本とロ ンの合計
出所 :MIDA

11) Ch告告 Peng Lim and L廷を Poh Ping， Japa匁銘記
Direct Invesfment in Malayぬ Insutituteof恥，velop

妥最重襲 件数 主主義援 件数 金草案

4，212.6 181 3，705.9 146 2;684.3 
6，339‘l 216 3，607.2 130 1.500.自
895.3 148 1，114.3 184 442.4 
567.3 45 1，798.4 41 3，298.2 
867.2 20 546.2 17 1，304.0 
375.0 55 60寺普 38 78.6 

19.7 b 27論告 5 4，066.0 
17，629‘1 17，055.3 17，772.1 
10，539.0 13，763.1 10，003.0 

ing Economies， Tokyo， 197百.(森綴訳 Eマレーシア

に対する日本の程変接投資』アジア終済研党所， 1979 
年， p，5 
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繊維 13 10.444 62.221 7.209 
木材紙パ 4 2，208 2，377 289 
化学 36 55，306 32，076 1，460 
鉄鏡 ? 11，877 55，345 3.10号
非鉄金属 14 8，259 33，208 851 
一連安機械 5 2，357 6，523 386 
官意気機械 90 120，028 613，459 15，421 

22 25，722 229，575 26.144 
精密機争議 s 5.817 41.505 1，113 
石油石炭 。 5 。 。
その他 43 26，227 39，442 3，866 
製造業合計 247 270，274 1，127.047 5号，849

E義林漁業 2 113 0 84 
鉱業 3 520 -3 

建設淡 泊 1，268 67 ， 22~ 1，907 
衛梁 50 4，530 250，765 7，652 
サービス業 19 13，408 15，733 2，392 
その他 18 11，308 9，138 552 
総合計 366 300，904 1，470，431 72.433 
出所:通産省後援政策周悶際企業務綴 f多彩22閥
我が盟企業の海外議事業活動』大蔵後印刷
局 1993年より作成。

の投資調となる年もあり，初年代末には累計で

もシンガポールそ接苦手，蔀節でみたように我が

レーシアにとって最大の投紫閣となった

のである。以下ではまず夜マレーシア日

の現状を離観し，そのうえで時代区分をし，こ

れまでの撲関そ握り返る。周知のように海外藤

議投資の決定にあたっては受け入れ宿銭の要悶

されるプノいブアクターと投資額倒の要因

2されるプッシュ・ファクターとがあげられ

るが，これらのうち，繋なものについても

及する。

1992年の日系金業の産業別の件数，資本金，

経常利益そ示したものが表2-1である。

らも潤かなように在マレーシア臼系企業

全体に点める製造業の鰐合は高く，件数で67.5

%，資本金で89.8先，売上げでは76.6先，経常利

益では82.6%そ点めていた。また，製造業のな

かでは件数，資本金，売上げとも輸出指向的な企

い電機が庄倒的なシェアを持ち，それぞ

.4%， 44.4%， 54.4%を占めてい

たが，経常利益では輸入代容の弐表である輸送

機器が最も多く，製溜業の43.7%そ占めていた。

以下，件数では電機に続き花学，輸送磯器が，

資本金?も霞機に続き 輸送嬢器がラそし

て，売上げでは電機に続き輸送機器，織織がよ

位を占めて 一方，経常朝議では電機，織

といった輪出指向農業が輸入代替的な毅送機

ていた。いずれにしても おけ

る電機及び輸送議器の比壌の高さ

経常利畿における}は同表からも嬰かである。

上記のような歯機産業の庄調的な優位は円高

以降の流れであり， B系企業の産鍛別の比重は

おいて様々な変化ををみせてきた。以下で

はその流れを時系列のデ…タが入手写能な投資

件数と資本金をもとに振り返るc表22は我が

閣の対マレーシア製造業投繋む時系列データで

ある。 93年の累計では総件数は1，133件，投資額

は約41鰭6600万ドルにjこる。産業部では件数，

ともに電機がf患を版制している。件数では

電機(300+斡に続きその他(245件入鉄・非鉄(130

件)，木本主(]26件)が続く。 金額では電機

(14鐙4797万ドル)に続き，その他(9鰭4409万ド

ル)， 1[:;学(4龍8306万わレ)，鉄・非鉄(4議4413

ドノレ)となる。しかし，既述のよう

みると癒機の急増は円高以降の現象であり，ぞ

れ以誌においては木材，鰻経，化学など散の産

業への投資が顕著であったり，時代の変遷とと

もに主要産業も変悲している。 Jよl下ではこれら

を時代ごとに豆分し，前節のマレーシアの工業

化の流れと外資政策を踏まえながら我が悶企業

の戦車各をも交えて考察する。

く60年代>

50年代未から60年代にかけてはマレ~シアの

輸入代替工業生に治って，霞内車場への供給を

目的に選出した電機産業{松下，三洋)や，需患

の資源活用安日的と

った。その地にはマラヤワタ製鉄に代表される

鉄づド鉄があげられよう。しかし，この当時の直

は指向する市場が挟騒な層内市場であり，

さらに我が国企業の臨際麓争力不足や悶総経営



最初の投饗ブームとなった。まず，これらは電

となったが，これは前述の70年代

拐の下電子藤議に対する特別措置」と岳

地区が誘因となった。一方で我が醤にお狩る

金の高騰がプッシニ1・ファクターとなったこと

も見逃ぜない。この時代にマレー半島中部のス

ランゴール州や北部のベナン州の自

に進出した議機メーカーには松下，日立， NEC，

東芝などがある。その後，繊維産業も東レ(ペ

ン)グループと鐘紡がペナンチ誌の自由貿易地区

また，東洋妨も綾子十iへの進出なみた。

45イ

1，335 
7，5己2
善寺，468
45，389 
25，935 
272，672 
2，865 
65，357 
47仏586

金額単位:1，総OUS$

82年 83匁
件数 金額 件数 念室長

1 218 7 2，630 
6 13，199 16，362 
4 488 1 1，27き
1 8，456 1，646 
7 26，824 3 6，422 
1 87 5 689 
4 8，0善寺 7 8，253 
1 765 9 73，381 
6 1.188 4 628 
31 59，276 37 111，293 
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88年
件数 金額

2 1，471 
4 5，785 
7 7，331 
8 20，504 
13 22，990 
7 36，949 
29 229，089 
2 4，037 
19 18.042 
号1346.202 

87匁
件数 宣投綴

3 3，418 

4 1，071 
3 5，190 
4 10，755 
17き

13 26，217 
3 84，577 
11 16，385 
42 147，7号5

1，830 
2，272 
503 
79告
2，757 
442 
6，072 
1，803 
1，623 
18，101 

81年
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86年
件数 金額

7 10，098 
89 
51 
5，432 
6.401 
2，259 
30.332 
2.618 
7，284 
64，568 

80年
件数 金額

2 764 
2 6.707 
5 1，815 
5 10ゑ366
6 2，035 
1 60 
4 8，279 
1 596 
10 2，560 
36 132，188 
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マレーシアのヱ業化における輪入代替から輪

出指向への重点の移行に呼tr;.ずる形で低賃金労

{動力を求めて輸出墓地を設立する

の援鰐の未熟さなどから，投資規模そのものは

大きいものではなかった。また，一方では前年

代末までは設が留の外貨持、出し議舗も強し

これらの理由が格挨って外饗規制がなかったに

も拘らず合弁企業の形態がとられた。この時代

は対マレーシア直接投棄の揺藍期であったとい

えよう。

<70年代>

済

我が閣の対マレーシア製造業投資

3，420 
9，514 
1，822 
2，259 
3，587 
10，943 
32，790 

85年
件数 金額

4 678 
2 555 

79主F・累計
件数 金額

21 16，708 
36 98，151 
57 43，123 
36 58，114 
25 27.674 
9' 8，7宮号
51 43，571 
8 7，010 
53 20，525 
296 323，690 
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72年累計
件数 傘額

7 4，663 
6 1，928 
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5 8，661 
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16 10，612 
3 682 
17 6，407 
95 50，771 
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繊維
木材・パルプ

化学

欽・発室長
機械

電機

事会送機
そのf也
合計

繊維
木材・パルプ

化学

鉄・手与量失

機械

電機
輸送機
そのf惚
合計

表2-2

護霊祭

産業

漆多震

6(6) 



1995.5 マレーシ7の工業化と日系企業穴沢 7 (7) 

しかしながら，資糠ベースの木材産業が依黙と

して件数では最も多く，金額においては繊維が

I位の地設をおめていた。

金額双方において著爽な伸びを見せていたとい

えよう (79年詩点)。との時代マレーシアでは自

由貿易地区を中心とする輪出指向工業化が進罷

ナる一方で，ぞれ以前からむ輸入代替工業化も

しており，我が態からの直接投饗も双方の

分野に対しておこなわれていた。なお， 70年代

より新経務政策のもと外饗親離が開始された

カえ に対しては100%外資が容認

されており，日系輸出指向企業の場合も大半が

この形詣であった。また， 70年代後半に寝接投

資はやや停滞するが， 75年の工業譲護法の施行

が我が障の護接投資にどれだげのマイナス

響を与えたかは判然とはしない。当時は第l次

お操危機後の不況とも時代的に撃なっており，

こむ要因の量三響も たと思われる。

<80年代前半>

80年代は1980年のASEAN協力プロジェクト

による援索肥料プラントの議設という大型プロ

ジェクトへの投資により幕が開いた。これによ

り北学産業の金額が欝増したのである O その他

にマレーシアの重化学工業での輸入代替推進の

担い手であるマレーシア主義工業公社(HICO話〉

のプロジょにグトに参加する形での投資が梅次い

だ。具体的には留民東プロジょιクトへの三菱自

三菱高事の参加，二輪車生設へのホンダ，

ヤマハ，スズキの参加，プルワジャ製鉄への新

日裁の参加などがあげられる。 80年代蔀半の

鉄づ主鉄及び輸送機器の投資の増大はマレ…シ

アの第2次華街入校替工業化の推進とこれへの日

系企業の参加によるものといえる。地の産業で

の投資が持び¥笛むなか，これら大型投資が自を

引く結巣となった。また， 80年代前半は外棄境

会せが強化されたときでもあり，輪出詣詞企業に

おいでさえ30先のマレーシア

トラ資本)を入れることが強く

{特にブミプ

され，新経

のみならず既存の企識に対しても同様の勧告が

なされた。

<円高以後>

85年の円高以締我が毘からの藤議投資はドラ

スティックな変化をみせることとなる。 86年以

隆設が臨製i農業の対マレーシア投資は数増した

が，その主投となったのは前述のよう

業であった。総年から93年の関議機車業は件数

の31.8先，投資金額の40.1克を点め，特に88年

かられ年までの電機還を業の突出は顕著であり，

この簡の直接投資を索引してきたのである。こ

の背景には円高対策として大手電機セットメ

カーが担次いで輸出基地を鶴設したこと，そし

てこれに追揺する系列企業の進出がある。さら

に考察すると丹高関捨直後には，まず既

存の設備の拡大が箆立った。これは今後の丹の

動きが不漆顎であったことと，とりあえずの対

応として丹製千七率の向上をはかったことによる。

しかし，その後の円高必定着により大手セット

メ…カーがロジスティックス戦略を転換するに

及んでこれらの全撃による子会社の新設(部品

生産のためのものを含め)があり，さらに

企業のマレーシア進出の動さきも活発になっ

この問中小企業の投資件数が急増してい

る。円高は最大のプッシュ・ファクターであっ

たが，プノいファクタ…としては外資鏡制緩和が

あげられよう。特に86年以降，季最出企業へ製品

(主に部品)を供給する企業も輸出指向とみなさ

れ100%外資の子会社の設立が可能になったこ

とが重要であった。題際経営の経験も少ない中

を含むき芸品メーカーにとっては取引先が

るため現地パートナーが参加しな

い影態がより好まれた る。

これまでのマレーシアの工難化政策と

企業の直接投資動向を考察すると，そこには我

が悶の直接投資が概ねマレーシアの土:業化の流

れに沿う務で行われてきた姿が着取谷れうる。

それは60年代の輪入{{;替から始まり，均年f¥:;の

輪出指向工業化，さらには80年代蔀半の第2次

輪入代替に持う大型プロジェクトへの参加にお

いてあてはまり， 80年代後半からの外資を経子

とした鞍高指向工業化を主導したのもまた巳系
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苦笑3-1 進出理III

務総?罪者撃機保

セ外メーカーか色の要請

第3関への輸tfj

労働力務保

原材料確保

内/Ilj対応

輸入綴縦窪遂

投機・f警報の確保

A B C D E F G託 1J K L M合計
1 1 1 1告 45 23 3 号 67

1 4 6 7 13 1 1 14 47 

1 1 6 告 24 41 

3 4 1 2 1 3 16 2 6 38 

2172 1523 

22111422 

4 2 2 10 

1 3 

A:j量殺.，軽水産主Eヱ(3全土)B:線級・附製品(10役)仁子松孝オ・パノレ
プ・紙(9全土)D:化学・医薬品(16宇土)E:お泊袋詰(1全土)F:雲認識量

(8社)G‘室長棄毒・務室央銀(l2社)H:余E翼線路(21役)r:…般機械は
什:)J :電子‘警護護量級審雲(68社)K:験送主義務打数}L:精密機嫌(7 
社)M:その後遺護淡淡(7中士)

主主
銭高奇:JETROクプラルンプーJいセンタ-rNIEs， ASEANにお

~7 る日系製造3整会ぎ撃の滋縁状況一マレーシアJ B本貿易振
興会，クアラノレンプ…Jv，1992年

企業であった。一方，マレーシア政府も

戦略の変穫の際に外資設築を連動させ，特に86

年以警は外向ぎの工業化を進めていくうえで，

fヨ系を含めた多極籍企業の戦略を考躍に入れた

したと替える。これは新経済政策の

出資比率時壌の放棄ともいえ，換言すれば，分

配か と重点が移行したことを意味する。

3 日系企業の奨鰭

蔀節でみたように，設が閣の製造業企業の対

マレーシア薗接投資はマレーシアの工業化政策

の流れとも合致したものであった。これは直譲

投資がプル，プッシュ両ブアクターにより決定

されることを考えればある程度予想されたこと

でもある。ここでは，これらマレーシア

した日系企梁の進出理由を JETROの調査をも

とに改めて換討する。表3-1はB系企業の進出

をみたものである。回答企業202社のうち

127社は円高以降に進出した企業であり，関答結

果もこれら企業のふ影響を受けると晃られる。ま

た，産業別では電機産業が68社と全体の 3分の

1を占めており，進出時期と ア

スカぎt.l'iJミること ない。

としては国内市場の確保を進出理由にあ

げる企業が最も多く，67社に及んだ〈うち23社は

oこれらの企業には円高以誌に進出してき

た輸入代替企業も含まれるであろうが，多くは

輪出指向企業に製品

われる。そして，これと

る企業であると態

るのが2番自に

回答の多かった自系セットメーカーから

マある(47社，うち電機13社入組み立てに必要

る系列企業の進出を求

めるケースがこれにあたる。第3位は議室3罷へ

の輸出(41社，うち電機20社)であり，これは輸

出指向企業に典型的にみられるもので，前述の

輸出基地の鰐設がこれ!乙あたる。円高により詰

本からの歌米向け輪告が爵難になったための迂

じ成長著しいASEAN諸躍などアジア

向けへの輸出も見込まれている。ここでも

がその中心である。そして，第4位が労働力の

確採(38社，うち電機16社)である。このなかに

は議賃金労働力の磯保が含まれるであろうが，

やはり輸出指向的な議機にこれをあげる企業が

多くみられた。以上が主演な進出理由であり，

これらに続いて資源の確探(23社)や円

(22社〉があげられていた。

2.出資比率

出資比率分布は汚高以降に進出

した全議室の戦略とマレーシア政府の外資規棋の

大騒緩和によりその謙揺が~..'*変ずることとなっ

50年代，前年代の輸入代替期においては自

系企業の大半は少数所有の合弁企業的形態を選

択した。これは一つには日本髄の資金不足，外

貿持ち出し規制によるが，龍方では現地のパー

トナーの持つネットワークの活用な

を嬬足してもらうt言、要があったためでもある。

また，高社がパ…トナーに加わわるととも日本

の漉接投資の特識であり，特に初期の段階では

商社合役舗が重要であった。さらに，

まる新経済政策とこれのもとでの外資規制によ

り輸入代替企業は現地パートナーとの合弁とな

らざるを?号なかった。

70年代以降に現れた議出指向企業は大



1995.5 マレーシアの工業化と日系金策穴沢 ヲ(9)

袋3-2 出資比主総

上お撃を比率 85年以葬君主こ 86年以降に
合計

8 25 
(6.9%) 

25-49% 60 30 90 
(44‘8%) (13.1%) (24‘6%) 

50% 3 ヨ 12 
(2.2%) (3.9%) (3.3%) 

51-74% 10 24 34 
(7.5%) 00.5%) {金.8%)

75…99% 16 12 28 
(U.9%) (5.2%) (7.6%) 

100% 31 143 174 
(23.1%) (号2.4%) (47.8%) 

合計 134 22告 363 
(100.0%) (1∞.0%) (10号‘0%)

出所東洋経済新報社匂3海外進出企業総繁s策洋経

済新卒華社， 1993年。

半が100克司本側出資の完全子会社を設立する

こととなった G 新経摂政策のもとでもこれら企

ては100%外資が容認されており，ま

た，ぞれか犠出指向企業の誘致にとって不可欠

であったことも事実である O 輪出指向企業の場

合，本社の間際戦略{轄にロジスティックス

賂Hこ基づいて最適立地を求めて子会社が世界

中に配され，これらの子会社を完全にコントロ

ることにより企撲は註界規模での利潤の

極大北そめざすのである。ここには現地パート

ナーの介入そ排除しようとする力が作用する。

表 3-2はマレーシアに進出した日系襲造業企

ついてその出資比率の分布をみたものであ

る。間表から円高以前に進出し

少数徴主となるケ…スが半数を超えていたこと

がわかる O これら企業の大半は輸入{-t替念撲で

ある。一方， 4分の 1弱は100%号本健出資の完

全子会社であり，これらは自由繋易地区に立地

するか，もしくは保税工場の資格そ得ている輪

出指向企業であった。円高以前においてもマレ

ーシアはASEAN域内では外資に対する

ほとんどないシンガポールについで日系

子会社が多い露であった。

しかし，円高以降日系襲造業企業の出資辻率

む分布は一変する。薦議のように鐙接皇室雲設を中

心に輸出指向全議，特に大手セットメーカーが

多数進出し{このにやには部品生産のための子会

も含まれるが)，これに寵される形で系列企業

の選出も相次いだ。さらに，輸出指向の大手セ

ットメ…カーに部品を供給する日系企業も輸出

指向とみなされ完全子会社の設乏が可能であっ

その散にも一定の条件を瀦たせば86年から

での聞は完全子会社の設立が可能となっ

v たことも日系企業の出資形態に彰響を与えたと

思われるl九その結果表3すに晃られるように

86年以障に議出した日系企業のうち約3分の2

が100%日本郷出資の完全子会社となったので

ある O また，円高によりマレーシア・リンギ換算

での資金が潤沢となったこと，

日系企業の罷擦経営の経験の積み重ねなども

接的に完全子会社設立を怒す繋留となったとい

えよう。

ところカ九 をより詳離に観察する

と円関以降， B系金濃の出資パターンに2つの

変化が生じたことがわかる O 一つは寵数の企業

が，商社を交えることもあるが，出資して

倒ITl00%の子会社を設立するものである。このよ

うな形態は過去にも散見されたが，近年その数

した。これは中小金業の場合は単棋では

海外進出に必要な経営資瀧が不足しているため，

複数む金識が協力しあうものである問。そして，

これにより 1社当たりの負強とリスクを軽誠ず

るこ之が可能になる G また，こ

プ内の企業が組な場合と，互い

業が組む場合に分げるととができる。ニつ悶と

してシンガポール，呑議，台湾などアジア NIEs

にある日系子会社がマレーシアに投資するケ

スがあげられる。もちろん件数的には地理的近

えにシンガポーノレの子会社の投資が圧織

的に多い。また，これらの子会社が単独で出資

12)常勤労(勤務350人以上を緩用ずる場合，輸出土七療に関

係なく 100%外資が認めら

13)特殊な形態として協力会のメンパーが共悶出資して

日本で企業を設立し，この企業が海外に滋的ずるも

のがある。
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ずる場合もあるが，日本の本社と共同出資の形

そとる場合が最も多い。シンガポーJレに地域

統括本部(OperationalHeadquartor， OHQ) 

や溜額調達本部(InternationalProcurement 

Office， IPO) ;を持つ企業の場合，轄にこのよ

うなケースが顕著である叫。

なお，近年在マレーシア日系企業が増加して

いながら，日系金識は全般的にクアラルンプー

ル株式市場に上場する企業が少なし株式がオ

ープンにされてないことに対する主主戦iがでてい

る問。これまでのところ，緯まえが公開されてい

る日系企業の大半は輪入代替を閥的としてよと較

にマレーシアに進出した企業である。今

後輸出指向企業を含め日系企業の一語の株式公

開が議まれよう。

3.市場と

レーシア日系企業の市場と

数少ない謂査として87年に呂

JETROが実施したものと， 90年にマレ…シア

とJETROが実施したものが

あるl九 90年の商工会議所/JETRO議査でiま

議業中の283設について調査し，うち， 119社か

ら市場と調達について問答を得た。

これらをもとにまず市場から検討する o 90年

の寵工会議所/JETRO調資によれば， 89年の

持J点で日系企業の毅売額の39.0%は関内市場向

けであり，残る61.0%が輪出されていた。園内

けの薮売額が最も多い産業は輸送機器で

あり，これに電機，鉄・非金属が続いていた。輪

畠額に関しては電携が最も多く，日系金襲の輸

出額の約80%は震機産業によるものであっ

14)シンガポールの綴済戦略や地域統括太郎ついては穴
告官撰 「日系多悶籍企業と成長のトライアングルj

ふき義裕久編著『直接投資と工業化 日本.NIES.
ASEAN.!I臼本貿易振興会， 1992年を参療のこと0
15)たとえば，ShukriRahman，"Going Public，" 11命的sian
Business， 16，31 January，服部， pp.14-16. 
16)細野哲弘「在マレイシア日系製造幾の実態J ~マレイ
シア日本人商工会議所会報JNo.18，1987年7月。
溺室主菜「日系製造業食書誌の動向についてJ rマレイシ

ア臼本人商工会議所会事量JNo.34， 19初年7月。

これについで繊維，鉄・非金麟の躍であった。 89

年以前の輪出比率そ概観すると詩高以降の数f惑

の増大が晃て敢れる。すなわち， 8ら年に45.4%

であった輸出比率が総年には50.7%に，き?年に

は59.3%に，そして88年には61.7%に達してい

たのである。また， 89年時点の主要な輸出先は

日本(26.7%)，米関(22.9%入シンガポール(15.

4%)であり，これらをお年の数舗と比較すると

米国への輪出の詑率が増大していた。

上記の調査PJ来在マレ…シア日系企業全体の
国内，海外市場別の販売額もしくは薮売比率を

調査したものはないが， 92年の JETROのサー

によれば問答を持た197社中78社は製品を

100%輸出していた。さらに80%以上を毅出して

いると答えた企業が47社あり，両者を併せると，

全体の60%以上の企業が大きく輸出に依存して

いる実態が紛らかとなった。また， 38社は輪出

比率が50%未満であり， 21社は臨接輪出はしな

いが納入先の企業が鵜出指向企業であると回答

しており，全〈輸出をしていないと盟答した企

業はわず、かに 5社であった。輪出市場について

は5本が畿大と答えた企業が56社， ASEANが

とした企業が50社，そして，米露が最大と

した企業が24社であったlη。

っさぎに調達についてであるが，前出の90年の

商工会議所/JETRO鶏査によれば，日本から

の韓入が49.3%であり，これらのうち73.1克が

親会社からの輸入であった。一方マレーシア

内からの調達は26.6%であり，このうち現地企

業からの諒遣が50.2%，B系企業からの調達が

30.4見であった。第31績からの輸入は24.1銘で

あり，うち半数以上がシンガポールからの輪入

であった。

92年の JETROサーベイによれば約70%の企

ついては念に輸入品に依存し，残る

30%が主にマレーシア館内からの供給に張存し

17) JETROクアラルンプール・1:':ンタ-r.:¥IEs， 
ASEANにおける日系製造業会葬送の活動状況 マ
レーシアーょ白木重要易振興会，クアラノレンプール，

1992年。
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ていた。また， 92年に商工会議所が実施した鰭

査では霊機及び輸送機器に麗する大手セットメ

ーカ…45社のうち， 20投は現地調達比率が50%

を超えており，うち 4設は70%を超えて

方， 12社は現地調達率が30%から50%の聞であ

ると呂答していた。現地企業からの調達を坊げ

ている要因としては低品賞(47%)，納期の遅れ

(17%)， 1~サービス (16%) などがあげられてい

た18)。依黙として現地製品の品質が問題となっ

ているが，ジャスト・イン・タイムワIT)

とともに納期の問題が重姿になりつつあるよう

に患われる。逆に，以苦言指摘されていた高鑑格

については指輪されるケースが滅少している。

最後に89年に筆者が策施したお年封、前にマレ

ーシアに灘出していた企業33設の丹高対応に関

する譲査の概要を述べる 1へとれらの企業はさ

らに指向する市場をもとに輸入代替企業19社と

輸出指向企業民社に分類される。このような分

類は問者の戦略が異なることを顎らかにするた

めに有用である。サンプル数は少ないが，

の既存企業への影響を理解する上でのー麗とな

ろう。結果として総入代替企業19社中6社は日

本への輸出を増加さ司会， 4社は第3鰐への輸出

を増加させた。一方， 8社については市場の変

化はなかった{覆数回答可入地方，輸出指肉食

業14社についてはs社が第3関への輪出を拡大
い4社が日本への輸出を増加させていた(複数
。リ?問JVノ地IJとともに議入代替企業の

なかに輪車詣j向性を強めはじめた企業が現れた

といえる。しかし，これら金業のロジスティッ

クス戦略上の位置づけを考えると，新た

基地の設立までの関のセカン!と・ペストの

として既存の工場からの輸出を場加させている

ように思われる。

18) x'レ…シア

マレイシア経済協議会第16間合開会議資料sクアラ
ルンプール， 1993年， p.15o 
19)詳細はA部 zawa:VIakoto.づ却註前総Manufactur.
ing Invξstment in Malaysia，" in Jomo K.S. ed.， 
Japa録制d Mal，の'sianDevelopment， Routledgξ， 
Loぉdon，1994， pp.8788. 

挟騒な閣内市場への供給を自的として設立され

た合弁企業であり，生産能力も小さく，規模の

経済を享受できないからである。また，円高に

よるよりも85，86年の不況によるマレーシア宮

内市場での幣要の減少に対応するため輸出俊

始した企業もあった。

生産のための版材料，中器材等の澗遼につい

ては湾者とも日本からの総入を減少dせ，第3

愚からの輸入を拡大した。しかし，

ついては偶者間で明らかな椴壌が観察された。

輸入代替企業は現地企業からの調瀧を増加させ

た企業が多く，輸出指完全業は日系企業からの

競識を増加させた企業が多くみられたので、ある。

このような椋違は一つには輸入托替企業の操業

期間が主義く，現地パートナーなどを通じ，より

広範なビジネス・チャンネノレ安静威し?ていたこ

とによろう。また，輸出指向企業の場合は喜由

繋易地区に立i告するか，もしくは傑貌工場の資

おり， なるまでは関殺が課され

ないという特典を利用して羽本からの輸入に大

きく依存していた。そのため，汚高に際しでも

3霞，特にシンガポーノレからの輸入に袋存ず

ることが多くなった。 また， これら磯上品指向企

は間際市壌において競争力を持つもの

でなければならないが，そのためには梗府され

る中間務，部品等も品質，繍格簡で競争力がな

ければならない。そりために既存または新規に

した日系企業に依存するケースが多い。マ

レーシアの現地企業の場合，大学はこれまで保

護されている国内市場のみへ製品を供給してお

り，とれらの用件を瀦たす現地企業は眠られて

いたといえる O また，日

そ現地企業が生産していな

4.地理的分散

した

もある。

マレーシア国内C地域鰐の均衡的発援

るならば，企議がより発麗した半島部茜鶏俸の

議丹、I(西部副蕗〉に集中せず，俄の丹、nこも分散す
ることが望まれるが，果たして詰系企業の場合

はどうであろうか。東洋経諮新報社のわ93海外
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より所在地的判明する日

業企業340社についてその邦到の武地を晃ると，

スランゴーノレチト1134社参ペナン州、162社，ジョホー

ルチi'l60社，クアラルンプール市29社となってい

るO クアラルンプール市はかつてはスランゴー

ル州に属し，その後連邦持部区となったた

して扱うじ巴系企業の土f'.数弱がこの

櫓識に立地していることになる。上記以外の州、l

についてもペラチ['[(18社)，ケダ升1(17社)，ヌグ

リ・スンピランチト[(14社)，マラッカ州(13社)など

マレー半島西海岸のより発撰した州に偏雀

いることカ汁コかるo

マレーシア政時は器内の地域間轄室長を是正す

るため，企業に対して東海岸やサパ，サラワク

チ'"への立場をf足しており，投資奨励法のもとで

は政務が指定する低開発議滋に立地した場合は

税額上の優潤措置が与えられていた。しかし，

このインセンティブも有効には畿能せず20)，86 

年の投資促進誌では廃止されるに至っている。

日系金壌のみならず， f肢の外資系企業や現地の
ら ピジネス

がおり，ソフト及びハードのインフラストラク

チャーが整髄されている上記のような発展して

いる州に立培することの粍点は多い。また，日

ジャスト・イン・タイム(JIT)の採

思は会畿の地理的集中に拍車をかける穣舟があ

ろう。

しかし，近年一部地域への企業お過度の集中

に端を発した外難的な立地の拡散がみられるよ

うになってきた。急激な海外直接投資の増大に

より，大都市やその潟辺などの立地条件のよい

工場用地の入手が罰難となり，多くの企業が大

都市からやや離れた工業団地などに立地せざる

くなった。そして，これは近年顕在生して

きた労畿力不足によりさらに助長されている。

たとえば首都クアラルンプール馬還のマレー

シア最大の工業地帯を形成ナるクラン・パレ

ではクアラルンプールに近接する皐くから

20)オスマン・ラニ「媛撲の分散，外国旗桜投資k地主義路
意義会Jモハメド・アリ九綴山久縦 前掲警察 p.144o 

された工業盟主告は既に満杯となり，クアラルン

プールからより離れた地区に立地ずる企業が増

加している2九このような状況は北部のペナン

チト!でも向様であり，問弁Ip;jの主要な工業態地や

自由貿易地区はすでに満杯となり，

るケダチトi る企業が増額している。ま

ジョホール水道令隅ててシンyゲポーJレに接する

マレー半島南端のジョホールチf'[では円高以降，

シンガポールでの高賃金政策とも関逮し，多く

の日系企業が工場をシンガポールからジ沼ホ

Jレに移転してきた問。この場合オアィイス機能

はシンガポ…ルに残すケースが大半である。こ

のためジョホール州でも州都ジョrt;-Jいパル

やその周辺の工業態埼には進出する余地がなく，

より漉隔地の工業居地に滋出する企業が増えて

いる。

過去においては立地に関しでも求心力が競い

ており，列、!の開発公社が供給する好立地の工業

自由貿易地援が日系企業の受け舗として

存在した。しかし，急漉な工業往と

増大により遠心力がより強く持揺する状涜とな

った。今後も多くの企業が大都市から離れた地

壊に工場を立地おそざるを得ないであろう。特

に，ぞれは怪賃金労イ動力を利用する企議にとっ

ては避けられない選訳であろう。

4 ネットワークの影或

すでに出資比率，市場と調達，地識的分散の項

闘でみたように母系企業の円高以降の活動は多

様なもおとなってきている。本節ではこれを在

マレーシア日系企業におげるネットワークの拡

大，強化と捉え分析を試みる問。また，我が国企

21) Ridzuan Mohd AkilプThξSpatialAspects of 
Economic Planning 設立d Dev巴lopment in 
泌器laysia;"paper pr部制t吋 inllthEconomic 

Convention of thεMalaysian Economic Associa. 

tion， Sep. 24-26， 1宮古1.

22)企業のシン2ゲボールからジョホール州ヘの移転につ
いては穴沢義事前掲論文 pp.90-91o
23)ここではネットワ…'7そ組織間関係と拠える。ネツ
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グローパルな爆開が進み，自系多国籍企業

が世界的な3櫨もしくは 4極体制ぜ皆様携する現

状において対マレーシア賓接投資や在マレーシ

ア日系企業の活動もアジア域内または少なくと

もASEAN域河の企業展開のなかでこれそ

えることが必摂マあろう o

ネットワークは形擦的には企業内，すなわち

プ内のものと，企業際のそれに

分類できる。そのうえで以下では資本関係，識

達(分業)，投能移転を取りょげ，それら

以前と以後，怒らには企業戦略をもとに輸入代

と事会出指向に分け，分軒を試みる。なお，~

詩的にはマレーシア鍛内， ASEAN，もお要に応

じて NIEs)，日本を考える。以上はネットワー

クを考察する際の機能轄，時需斡，企業戦略事選，

空題轄を構成しているのである。ネットワーク

の彰成，特に円高以後のそれを主導してきたも

のは電機，輸送機署警のセットメーカ…であるが，

本節ではこれらを念顕に置きつつ，より敷桁千七

された韓議:モデルの提示そ試みる。

以下の分析においてネットワークの挺大は我

が爵企業にとっては丹高以前に…般的にみられ

と各器現地子会社聞に!譲窓されること

が多い一元釣な額保がより多元釣なものに変化

してきたことを意味し，マレーシアを含め，

け入れ盤にとっては呂系企業進出に伴う設及効

果の増大を意味することが明らかにされよう。

1 .資本襲係ネットワ…ク

以下では親会社と ASEAN域内

資本欝需を考察するが，ここでの分析はその性

格上，企業内ネットワークに限定される。すな

わち，資本擦係のある親会社と子会社，もしく

は子金差爵の関係を分析対象とする。 また多資

本欝係に骨髄して生じる子会社のコントロール

の問題にも替及する。概議:闘である醤4-1から

トワークという概念については寺本義也『ネットワ

ーク・パワーJNそrT出版， 1990年，今井緊.r資本
友愛蓄のシステム間競争」筑摩書房 1992年などを参
黙のこと。

関4-1 輸入代議委公衆の資本関係ネットワーク

" 

主主:臼はおヱド，タはタイ，マはマレーシア，イはイ

ンドネシア，シはシンガrlf…ノレ，フィはフィリ

ピンをささず。以下，図 4 2， 4-3も同様。

4-3の議分はその種類により資本関係と子会

社の役割によるコントロールの強弱を表してお

り，被線，実議，さらには実離の太さによりこ

れ，護者ほど関係は強い。

まず，持議以前の輸入~替企業のケース

りょげる。悶4寸にあるように親会社は

ASEAN各国にある子会社に対してよち資する

が，現地パートナーとの合弁であり，

は通常50%未瀦となり，とれを完全にコントロ

ールする事は悶難であった判。これは現地市場

のみを指向しているため，生態規模は大きくは

なく，企業の関際戦略上も重要拠点、とはなりえ

，親会社にとっても子会社むコントロールに

にこれを押し進める誘菌は少なかっ

たことや，海外進出の拐顛の段階で国際経営の

経験に乏しく，経常資諒の蓄積が充分でない場

敢えてリスクを負担することは回避され，

むしろ現地パートナ…の保有する

る躍があったこたによる。以上のことに，

受け入れ悶における外資議総により，

社の設立が悶難であったことも加わり，現地パ

トナーとの合弁企業が設立され，少数所有が

一般的となったのぞある。その結果，各国の子

となるf頃向が強かったのである O

おいても輪入代替企業の場合，

24)少数所有でみつでも技術，続営/ウハウなどにより，

実質的にコントロールすることは可能である。また，

現地パートナーがアリパパと呼ばれる名図上の出資

苦言であれば，よりコントローJレは容易になる。
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図4-2 輪出議肉食業(円高以前)の滋ヌド関係ネットワーク

本関係に大穏な変化はない。ただし，外資規制

の変色により，少数所有でないケースも増加し

つつある。また，食業戦略も多様化しており，

議舗でみたようにかつての輸入代替金業といえ

ども各闘の圏内市場のみそ指向する企業の比率

は減少し，輪車指向性を言語める額売を示すよう

になってきているo

つぎに円高以前の輪出指肉企識のケ)ス

る。これらの子会社は輸出基地として設立

されており，襲会社の悶際戦略上重要な位置を

占める。そのため，親会社はこれら

コントロールずる必要があり， 100%出資の完全

子会社を設立したcである(悶ふ2)。ロジス
ティックス戦略に基づき原材料などの流れ，生

ぢれた製品の流れを親会社がコントロールし，

世界的な嬢襲での利潤の綴大先をめざすことに

なる。そのためには環地パ…トナーの参加は不

要である。自白貿易地区内の企業において典型

的に観察されるように，子会社は受け入れ閏に

おいて議び地的な糠境で慎黄金労働者力を雇揺

して謀議し，国内との諮方及び後方連闘は務め

て乏しい。親会社においても過去の輸入代諮を

麗じて国際経常の経験を積み，

ができていたことも完全子会社の設立を促した

といえよう向。しかし，いまだ各子会社間での

は発生していない。この段階では摺JJU

ぎず，ASEAN
内の子会社が有機的に結合ずる野にはなってい

25)日系輸出子歯肉食淡については穴沢蕊mマレーシアに

ねげる日系輸出指肉食室長J r経済学研究J (北海道大
学〉第37巻第3主きぬき7年参照のこと。

思φ3

ない。

円高以降の新たな流れと ASEAN域内
の拠点作りとそれを通じた議向子会社のコント

ロールがあるo これは輪出指向企業に多くみら

れるが，より具体的にはシンガポールに地域統

括本部(OHQ)を置き，これが周辺藷菌の子会社

を統括する影態である(臨ふ的。出資について

は100%議会社による場合，議会社とシンガポー

ルの子会社による合弁となる場合， dらには100

おシンガポールの子会社による場合があるが，

第3のケースはいまだ、限定的である。このよう

にマレーシアを含め各国の子会社も ASEAN
域丹の企業内ネットワークのなかで捉えられる

ようになり始めた開。

のような惑さきは円高直後の日系企業のシン

ガポールから対岸のジ双ホール1'1'1への工場の移

転や， 89年12月に発表されたシンガポーfレ，ジ

ョホーノレ，とインドネシアのリアウ州、](特にパタ

ム島)の成長のトライアングノレにその例を見るこ

とができるE7Lこれは地域的には限定されたも

のであるが，シンガポ…ルを中心にしてより広

範臨にASEAN全域，さらには地のアジア5まで
視野にいれ，各国の持つ比較懐{立にもとづいた

26)日本の親会社の影響力は依然として大il5いものがあ
る。学警に事業部制~敷いている場合はシンガポール

の子会社がASEAN域内の子会社をコントロール
する家宅?には至っていないケースが多い。

27)成長のトライアングルとこれに関わる企業行動につ

いては穴沢善悪 苦言掲論文(1992)，];えてfLee Tsao 
Yuan邑d.，Growth Triangle: The Johor-Singa.戸ore
-Riau ftXper的~ce， Institute of Southeast Asi呂詮
Studiお宅 Singapore，1991を参照のこと。
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図4-4害警逮ネッi、ワーク:輸入代務{内存率以前)

会議議内 !日系企業 1 :現地会主義

マレ…シア

シンガポール

NIEs 
ASEAN 

日本

酉 1'2 

(1) 

協 (2)

(1)は肉祭イ七分と音s品生産子会社からの語調達。

z 

(2)は臼本圏内の系列会設からの調途であり，綴会社を
絞E討する場合もある。(以下，総の溜マも同じ)

もはじまっている。一方，とれに先

立ちシンガポールは86年に将棋実統括本部(OHQ)に

対するインゼンティプを導入するなど，ASEAN

域内でのビジネス・セ、ンターとしての議議を

めようとしていた。このように企業の展開が各

留という「点j から ASEANという「簡Jへと

移行したことを看取しうる。

一毅に儲4-1から国4-2，間4すという

って企業の問機告が深化してゆくといえよう。

ただし，産業によっては外資出資比率現制が厳

しいものもあり，資本関捺だけでは悶際化の進

展度をはかることがでiきないケースもある。

留々の企業の海外畏関には2当然ながら梧違があ

り，特に図4-2の形議から図4-3への移行におい

るように慰われる。また，中小企業の

その海外展開も各留に子会社宅を配するこ

とは不可能であり，域内のいずれかの閣に縄点

を設けることとなる。

2 .調達(分業〉ネットワーク

i関係には原材料，部品な と自社

製品の議売が含まれるが，ここでは前者に絞っ

てネットワークの形成を考察する。こ

内または企業際分業関係の分析でちあるが，マ

レーシアの工業イむの関連では母系企業の調達ネ

ットワークの形成，換言すると自系企業により

創出される後方連関がより重要であるo 以下で

図4-5 認渓ネットワーク:輸出指向{内総以前)

1E:災内 IB系企業|現地企業

マレーシア

シンガポール

NI蕊5

ASEAN 

日本

1'2 問

間

1'2 

は輸入代替(円高以蔚九輪出指向

(円高以後λ及び輸出指向

の4つのケースを取り上げて考察する。関4-4

から1@4々 がこれらに対応するが，これらの

では藷達関係のネットワークは企業内と企業爵

に分譲され，さらに企業需取引は倍系企業と現

とに分譲されており，セットメーカーを

中心とした在マレーシア日系企業がこれらのホ

ットワークそ溜じて謂遣をおとなう様子がー揺

して競念的に表示されている。閣のa::tの呂角形

の大きさは想定される耳元引量の相対的な多寡を

している。

4-4と露4-5はそれぞれ丹高以前の日

入代替企業と輸出指向企業的調達先を示してい

るが，ともに日本からの輸入が主体で、あふこ

れは特に輸出指向企業にお

レーシア匡内から おい

ではある謹護は見込まれ，とりわ

らむものがより多くなると される。これは

葉地パートナーのどジネス・チャンネルの諮問

などによるであろう O 一方，験記揺告企業の場

これまで設及したように典型的には自由

貿易地ほの企業や保税工場に見られたように，

讃遼は器本からの輸入にほぼ全量依存するケ

スが多く，閣内調達は限定され，たとえあった

としても日 ら ると考え

られる。その患のシンガポール，NIEs， ASEAN 

からの謂達は極端に限定されると思われる。
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図4ω8 認途ネットワーク:輸入代替{円高以後)

マレーシア

シンガポール

NlEs 
ASEAN 

日本

全然内 i日系企業!務総企業 i

z 
協 i 翻

図

z 
関ヰヲ 調達ネット1アーク:輪出指向(内潟以後)

マレーシア

シンガポール

NlEs 
ASEAN 

公衆内 !日系企業;務地企業

図

~ ~ 

|協
(3)は日本，その{患の留から-ELシンガボ…)vに集められ
たものを含む。

書官節で検諒したように，円高により日

間では翰入代替，輸出指向を関わず，日本から

の議入が減少し，マレーシア関内からの謂遼と

3国からの犠入が増加したが，その変化の動

向は隠者においてかなりの差異が認められる。

まず，絵入代替企業であるがく密4-6)，日本から

の議入の減少分は第3績からの輸入とマレーシ

ア国内からの欝遣に振り分けられ，そのうちよ

り多くが国内から調達されると患われる。国内

ていえば， EI系企業よりは現地企業

からの議連の比率が高まる領向がある。

産業などでは，これは政舟による国選化政策に

よるところが大である。その{践的産業では価格

調から環地金議襲品が優位であることや現地ノて

トナーのビジネス・チャンネルの活用によろ

う2九地方で，一部日系企業内の内製化も進行

している。

次に輸出指向企業であるが〈諮4-7)，前述

のように輸出基地が形成され，丹高のもとE本

からの輸入はコスト議となるために減少し，現

地翼連や，第3国からの輸入が増大する。ま

現地調達についても，日系企業と現地企業とに

分類可龍である。ちらに臼系金識からの調達に

ついては系列内の企業と系宛外の企業とに分類

る。輸出揺i均金業では製品が態緊麓争

力を持たねばならないため，マレーシア

の調達を増指させる際に投擬カ，品費，ジャス

ト・イン・タイム(JIT)への対Jie;， コミュニケー

ションの容易さから器系企業との取引が妻子まれ

るが，その対象は必ずしも系列内企業とは誤ら

ない。伎に系列p3企業が既に進出していた絞ら

ば，その金撲との取引が増加する可能性が大き

いが，そうでない場合は系列iの内外を関わず，

日系企業との取引が増大する韻向にある。丹高

の議行後にはむしろこのようなケースが多く

みられ，海外においては日本盟内とは異なる新

たな日系金議問の系列が生まれている。その議，

日本塁i有での党改i威をうけて系列企業が翠会社

の海外罷開に逃i議する形で進出するにしたがい，

日系企業閣のネットワークはさらに拡充されて

ゆくのである。一方，急増する部品，中間材の

需要をお系企業のみではまかなうことはでき

また，コスト的には現地企業が優位笹を持つた

め，特定の瑛場企業に集中する鎖向が強いもの

の悶}，現地企業からの調達も増おすることにな

る。第3毘からの輸入はシンガポールの地域統

括本部(OHQ)や国際調主義本部(IPO)を通じて

のものや，夜マレーシア臼系企業が独自

諸国から調達するものが含まれよう G ちなみに

4-7のシンガポールからの会議内の調達を

28)日系金講義の製品価格は臼本人派遣社員への給与3支払
いや日本製の機械の輸入によりコストが上昇ずる傾

向にある。

29)これは投機，車内織などの条件を瀦たせる現地企業が

阪られているためである o マレーシア日本人商工会

議所J貿易投資援隊長書 簡渇害 p.19o
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あらわす露角形には周辺盟や臼本から一旦シン

ガポールに輸入され，議議統括本部や関欝謂達

じてマレーシアに供給されるパターン

も含まれている3970

最後に立まれてならないのが内製北やマレーシ

ア霞内の部品生産子会社の存在マある。これは

マレ}シアの企業内調達のなかにf窓会されるが，

誕節でみたように円高以降増加する額俸にある。

3.技術移転ネットワーク

ネットワ…クの分析に入る前に技術について

しておく必擦があろう。ここでは技術を基

本的技術と特殊的投捕に分ける3九議者は生産

という行為全毅において必要とされる汎用的な

技術と定議し，後者は特定の製品の生産にのみ

関わる技織で汎用性がないものとする。

企業は双方の投衡を有し，生産、活動をおこなう

両者は前者の土台ぬうえに後者が積み重ね

られるという二重またはニ露講造を形成してい

ると考えられる。

円高以前には輸入代替，輸出指向企業を関わ

ず技術移転やこれを含む経営資額の移転は概ね

に摂られていたといえる〈騒々Sの1)。

このような企業内の移転は輪入代替企業よりも

輸出指向企業においてより穣癌的になされたと

みることが?きょう。一つには輸入弐替企業が

合弁であったのに対し，輸出指向企業は完全子

合社であるという密資形態とそれに付随するコ

ントロールの強弱の問題がある。さらには，諮

れた国内市場への供給を主とするの

30)部品調遂に関しでは，特に震塁機tこ:lOいて，在マレー
シア白系企業の際立度は高いG 地域統括本部や国際

調達本部の本務的な活用には今しばらく時間がかか

るとj思われる。

31)本審議では「技術」としたが，本来的には「緩衝J と
「技能J に分類すべきであろう。こ ζでは鋳率化の

ために技術とした。また，これらの技術は億人に体

化された機会は分類が困難になる。技術の分類には

ついては主義務総緩「日本におけるメーカーとサプラ

イヤーとの関係一「関係特殊的技能J の概念の抽出

と定式化 J W経済論議バ京都大学)第145者会 第1・
2芸あ 1990年1・2Fl p.31安参考とした。

図4-8 技術書多転ネットワーク

1.円高以前

2 内蔵以後の食業内技術移転

3.丹高以後の企業関技術移転

校:(j)は芸察本的技術を②は特殊的技術をあらわず。

に対し，後者は競争の激しい間諜市場へお告さ給

が語的であり，そのため癌格，品質留での要求

レベルは高しこれに応えるためには，生産主

品質管理主主での親会社からの支援をい必要と

し，それに伴い池の経営繁諜ち翠地へより

されやすい状況にあった。円高以降，企業持の

技第・移転も親会社だけでなく，シンガポールの

子会社が協力するケースがでてさたと怠われる。

もこのようなケースは散5まされたが，

ンガポール子会社の機能が強化され

るに詑い増加した形態といえる(図4-8の幻。

以上の企業内の技街移転においては子会社も

本的には親会役と間様の生産活動をおこなうた

め3基本的技議と特激的技街が一体となり，両者

認;gaされることなく移転されると考え
られる。

ところが，円高以韓，前議のような企業開の

ツトワークが形成されるん企業内の技

術移転のみならず，日系の子会社から現地企業

への技翁移転聞が観察会れるようになってきた。
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そして，子会社おみでは技諮移転が困難な場合

は親会社の協力ぜそ得ることとなる問。企業関の

技粥移転の場合，親会社，日系の子会社から現

地企業へ移転される投摘は基本的技絡がじゃ心と

なる。これにより現地企業では生産効率の向上，

品質管理認での改善が達成されよう O また，

蔵工程の一部を委託する場合などでは母系企業

の特激的技術が移転される場合もあろう O とこ

ろが，日系企業〈轄にゼツトメーカーの場合)が

特定の部品などの生産投機きそ自らは有していな

いケース，なわち当該部品の生産に関する

殊的設衝を持たないケ」スがあるの当該日系金

とってもこの授捕はブラック・ボックスと

なっており，これは剖系企業から蓋接には現地

企業に対して移転できない。このよう

親企業を遇じて特殊的技捕を持つ日本の系ヲu企
業に技範的な支援を叡蔑するケ…スがみられる。

さらに一歩進んで会系列企業が現地金業と技術提

なおこなう場合もある判(醤4-8の3

こと)。

の

マレーシアでは近年中小企議育成策の一驚と

して大企業(アンカー企業)による下諮け企業(ベ

ンダー)の育成という致策(VendorDevelopment 

Program:VDP)が導入会れ，既に23社の日系企

業がアンカー企業に指定されている。このよう

な政議もまた企業関投欝移転ネットワークの形

成む一助となろう 3九

5 結語

まず、マレーシアの工業化が外資に

32)技術支援とi呼ぶこともあり， Uしろそのほうが適切
な場合もあろう。
33)ぞれに伴い技術部のみならず，他の経営資源の移転
も織接的にお乙る可能伎がある。

34)箆災E認を生産し，三三菱石ミ効率，三菱商事も委参加して
いるプロトンにおけるマッチ・メイキングがこの典
型である。般の日系アンカ-1E:幾でも同様の動きが
始まりつつある。

35) 詳織は穴沢長記「夜マレーシア B~菜食講義による中小企

葬祭育成Jτ夜学討究Jj(小櫓蕊科大学)第45挙会 第3号
ぬき5年を参照のこと。

依存する儲閣が強く，そのなかでも我が箇が最

大の投資国であることを示した後に，日系製造

企業の灘出理由，

り返った。さきらに毘系

市場と調逮，地甥

的分散などの実態を分析した。これら

味での政府の数策と企業の戦略との関係を分析

したものである。直接投資はプル，プッシュ時

ブアクターにより決定されるが，マレーシア致

続は多国籍企業の欝舟を敏感に察知し，全体と

しては滴切な政策を採ってきたといえよう。ま

た，日系金識も自らの戦略に従いながら，

としてマレーシアの工業化致策にほぼ合致する

形での進出をみた。しかし，世界的な経誇藻境

まぐるしく変化するなか，マレーシア政府

の致筑も我が霞企業の榔外戦略も変更

くされる

れる。

ろう。今後の暗殺の動向が注陸さ

また，本稿の離後の部分ではネットワークと

いう概念:を用いて持議以降の各種企業関係の拡

大，強化を汚高以前のそれと比較することによ

り浮かび上がらせること

クの形成は視点を変えると日

ネットワ

よる議々

の波及効果の生成といえよう。しかし，外資は

しも受け入れ関経済にプラスの効果だけを

持ち込むものではないο様々なマイナス耐も合

わせ持つりが外資であろう G それらの中から，

プラスの袈紫合最大喪に討さ出し，マイナ

を模小化する役鍛は政府に負うところが大きい

と思われる G


